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【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券

(行使価額修正条項付新株予約権付社債券等)

【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当 3,838,000円
 

新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払

込むべき金額の合計額を合算した金額

1,056,438,000円

(注)　新株予約権の行使に際して払込むべき金額の合計額は、当

初行使価額で全ての新株予約権が行使されたと仮定した場

合の金額であります。そのため、行使価額が修正又は調整

された場合には、新株予約権の行使に際して払込むべき金

額の合計額は増加又は減少いたします。また、新株予約権

の行使期間内に行使が行われない場合又は当社が取得した

新株予約権を消却した場合には、新株予約権の行使に際し

て払込むべき金額の合計額は減少いたします。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券(第９回新株予約権証券)】

(1) 【募集の条件】

 

発行数 38,000個(本新株予約権１個につき100株)

発行価額の総額 3,838,000円

発行価格 本新株予約権１個につき101円(本新株予約権の目的である株式１株当たり1.01円)

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 平成29年11月27日(月)

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
岡本硝子株式会社　コーポレートサービス部
千葉県柏市十余二380番地

払込期日 平成29年11月28日(火)

割当日 平成29年11月28日(火)

払込取扱場所 株式会社三井住友銀行　上野支店
 

(注) １．本新株予約権の発行については、平成29年11月10日(金)開催の取締役会決議によるものであります。

２．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に申込取扱場所に申込みをするこ

ととし、払込期日までに払込取扱場所へ発行価額の総額を払込むものといたします。

３．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

４．本新株予約権の募集は第三者割当の方法によります。

割当予定先の状況については、別記「第３　第三者割当の場合の特記事項　１　割当予定先の状況」をご参

照ください。
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(2) 【新株予約権の内容等】

 

当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等の

特質

１　本新株予約権の目的となる普通株式の総数は3,800,000株、本新株予約権１個当た

りの本新株予約権の目的である普通株式の数(以下「交付株式数」という。)は100

株で確定しており、株価の上昇又は下落により各本新株予約権の行使により交付

を受けることができる当社普通株式１株当たりの金額(以下「行使価額」とい

う。)が修正されても変化しない(ただし、別記「新株予約権の目的となる株式の

数」欄に記載のとおり、調整されることがある。)。なお、株価の上昇又は下落に

より行使価額が修正された場合には、本新株予約権による資金調達の額は増加又

は減少する。

 ２　行使価額の修正基準：本新株予約権の行使価額は、本新株予約権者による注６．

(３)に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日(以下「決定日」という。)

に、決定日の前取引日(ただし、決定日の前取引日に当社普通株式の普通取引の終

日の売買高加重平均価格(以下「ＶＷＡＰ」という。)のない場合には、その直前

のＶＷＡＰのある取引日とする。以下「時価算定日」という。)の株式会社東京証

券取引所(以下「東京証券取引所」という。)における当社普通株式の普通取引の

ＶＷＡＰの91％に相当する金額(円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切

上げる。以下「修正後行使価額」という。)に修正され、修正後行使価額は決定日

以降これを適用する。ただし、本項に定める修正後行使価額の算出において、か

かる算出の結果得られた金額が下限行使価額(本欄第４項に定める価額をいう。以

下同じ。)を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とする。

 ３　行使価額の修正頻度：本新株予約権者による本新株予約権の行使の都度、本欄第

２項に記載のとおり修正される。

 ４　行使価額の下限：当初金126円(ただし、別記「新株予約権の行使時の払込金額」

欄第３項による調整を受ける。)

 ５　交付株式数の上限：本新株予約権の目的となる普通株式の総数は3,800,000株(平

成29年９月30日現在の発行済株式総数19,326,440株に対し19.66％、総議決権数

193,233個に対する割合は19.67％)、交付株式数は100株で確定している(ただし、

別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄に記載のとおり、調整されることが

ある。)。

 ６　本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(本欄第４項に記載の行使

価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額)：482,638,000

円(ただし、本新株予約権は行使されない可能性がある。)

 ７　本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取得を可能

とする条項が設けられている(詳細は、別記「自己新株予約権の取得の事由及び取

得の条件」欄第１項を参照)。

 ８　本新株予約権には、20連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の毎日の終値が本欄第４項に記載の行使価額の下限を下回った場合、当社が

本新株予約権１個当たり金101円にて、残存する本新株予約権の全部を取得する義

務を負うとする条項が設けられている(詳細は、別記「自己新株予約権の取得の事

由及び取得の条件」欄第４項を参照)。

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式

完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であ

る。

なお、単元株式数は100株である。

新株予約権の目的となる

株式の数

１　本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は当社普通株式3,800,000株とする

(交付株式数は、100株とする。)。ただし、本欄第２項乃至第５項により交付株式

数が調整される場合には、本新株予約権の目的である普通株式の総数も調整後交

付株式数に応じて調整されるものとする。

 ２　本新株予約権の発行後、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(２)

号に掲げる各事由が発生し、当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変

更を生じる可能性がある場合は、交付株式数は次の算式により調整される。な

お、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、同項に定める調

整前行使価額及び調整後行使価額とする。

調整後交付株式数＝
調整前交付株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
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 ３　本欄第２項の調整は当該時点において未行使の本新株予約権にかかる交付株式数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるもの

とする。

 ４　調整後の交付株式数の適用日は、当該調整事由にかかる別記「新株予約権の行使

時の払込金額」欄第３項第(２)号及び第(４)号による行使価額の調整に関し、各

号に定める調整後の行使価額を適用する日と同日とする。

 ５　交付株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の交付株式数の適用開始日の前

日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前

交付株式数、調整後交付株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通

知する。ただし、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(２)号④に

定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合に

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使時の払

込金額

１　本新株予約権の行使に際して払込むべき金額

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使

価額に交付株式数を乗じた額とする。

 (2) 行使価額は、当初金277円とする。ただし、行使価額は本欄第２項又は第３項に

従い、修正又は調整されることがある。

 ２　行使価額の修正

(1) 本新株予約権の発行後、行使価額は、時価算定日の修正後行使価額に修正さ

れ、修正後行使価額は決定日以降これを適用する。ただし、本項に定める修正

後行使価額の算出において、かかる算出の結果得られた金額が金126円(以下

「下限行使価額」という。ただし、本欄第３項による調整を受ける。)を下回る

場合には、修正後行使価額は下限行使価額とする。

 (2) 本新株予約権の行使にあたって上記修正が行われる場合には、当社は、かかる

行使の際に、当該本新株予約権者に対し、修正後行使価額を通知する。

 ３　行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、本項第(２)号に掲げる各事由が発生し、当社

の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合

は、次に定める算式(以下「行使価額調整式」という。)により行使価額を調整

する。

    既発行普通
株式数

＋
新発行・処分普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数
 

 (2) 行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整

後の行使価額の適用時期については、次に定めるところによる。

 ①　本項第(３)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交

付する場合(ただし、当社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式若

しくは取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)

の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株

予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)その他の証券若しくは

権利の転換、交換若しくは行使による場合を除く。)

 調整後の行使価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、当社株主

に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は当該基準日の翌

日以降、これを適用する。

 ②　当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当て(以下総称して「株

式分割等」という。)をする場合

 調整後の行使価額は、当該株式分割等により株式を取得する株主を定める

ための基準日又は株主確定日(基準日又は株主確定日を定めない場合は、効

力発生日)の翌日以降これを適用する。
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 ③　本項第(３)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と

引換えに取得される証券(権利)若しくは取得させることができる証券(権

利)又は当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と引換

えに取得される証券(権利)若しくは取得させることができる証券(権利)又

は行使することにより当社普通株式の交付を受けることができる新株予約

権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)を発行する場合(なお、新株

予約権無償割当ての場合(新株予約権付社債を無償で割当てる場合を含

む。)は、新株予約権を無償で発行したものとして本③を適用する。)

 調整後の行使価額は、発行される証券(権利)又は新株予約権(新株予約権の

交付と引換えに取得される証券(権利)若しくは取得させることができる証

券(権利)に関して交付の対象となる新株予約権を含む。)の全てが当初の行

使価額で取得され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価

額調整式を準用して算出するものとし、当該証券(権利)又は新株予約権の

払込期日又は払込期間の末日の翌日(当該募集において株主に割当てを受け

る権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日又は

株主確定日(基準日又は株主確定日を定めない場合は、その効力発生日)の

翌日)以降これを適用する。

 ただし、本③に定める証券(権利)又は新株予約権の発行が買収防衛を目的

とする発行である場合において、当社がその旨を公表のうえ本新株予約権

者に通知し、本新株予約権者が同意したときは、調整後の行使価額は、当

該証券(権利)又は新株予約権(新株予約権の交付と引換えに取得される証券

(権利)若しくは取得させることができる証券(権利)に関して交付の対象と

なる新株予約権を含む。)の全てについてその要項上取得の請求、取得条項

に基づく取得又は行使が可能となる日(以下「転換・行使開始日」とい

う。)において取得の請求、取得条項による取得又は行使により当社普通株

式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものと

し、転換・行使開始日の翌日以降これを適用する。

 ④　本号①乃至③の場合において、基準日又は株主確定日が設定され、且つ効

力の発生が当該基準日又は株主確定日以降の株主総会、取締役会、その他

当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわら

ず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用す

る。この場合において、当該基準日又は株主確定日の翌日から当該承認が

あった日までの期間内に本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に

対しては、次の算式により算出される株式数の当社普通株式を追加交付す

る。

株式数＝
(調整前行使価額－調整後行使価額)×

調整前行使価額により当該
期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 この場合に１株未満の端数が生じたときはこれを切捨て、現金による調整

は行わない。

 (3) ①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数

第２位を切り捨てる。

 ②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日に先立

つ45取引日目に始まる30取引日(終値のない日数を除く。)の東京証券取引

所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平

均値とする。

 この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を切り捨てる。

 ③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、当該募集において株主に

株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定め

るための基準日又は株主確定日、また、それ以外の場合は、調整後の行使

価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、

当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。ま

た、本項第(２)号②の株式分割の場合には、行使価額調整式で使用する新

発行・処分普通株式数は、基準日又は株主確定日において当社が有する当

社普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まないものとする。
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 ④　行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が１

円未満にとどまるときは、行使価額の調整は行わないこととする。ただ

し、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を算出する場

合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額から

この差額を差引いた額を使用するものとする。

 (4) 本項第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、当社は、必要な行使価額の調整を行う。

 ①　株式の併合、合併、会社分割又は株式交換のために行使価額の調整を必要

とするとき(ただし、別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」

欄第２項に定める場合を除く。)。

 ②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発

生により行使価額の調整を必要とするとき。

 ③　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づ

く調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由に

よる影響を考慮する必要があるとき。

 (5) 本項第(２)号の規定にかかわらず、時価算定日が、振替機関(「(1) 募集の条

件」注３．に定める振替機関をいう。以下同じ。)の定める新株予約権行使請求

を取り次がない日の初日より前である場合に限り、本項第(２)号に基づく行使

価額の調整を行うものとする。ただし、下限行使価額については、常にかかる

調整を行うものとする。

 (6) 本項第(１)号乃至第(５)号により行使価額の調整を行うとき(下限行使価額が調

整されるときを含む。)は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事

由、調整前の行使価額(下限行使価額を含む。以下本号において同じ。)、調整

後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権者に通知す

る。ただし、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、

適用の日以降すみやかにこれを行う。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

 

金1,056,438,000円

上記金額は、当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額

である。そのため、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項又は第３項によ

り、行使価額が修正又は調整された場合には、本新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価額の総額は増加又は減少する。また、本新株予約権の行使期

間内に行使が行われない場合又は当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額は減少する。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に

係る各本新株予約権の行使に際して払込むべき金額に、行使請求に係る各本新株

予約権の発行価額を加えた額を、当該行使請求の時点において有効な発行株式数

で除した額とする。

 ２　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じ

た金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端数を切上げた額と

する。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額

を減じた額とする。

新株予約権の行使期間

 

平成29年11月29日から平成31年11月29日(ただし、別記「自己新株予約権の取得の事由

及び取得の条件」欄の各項に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場

合には、当社が取得する本新株予約権については、当社による取得の効力発生日の前

銀行営業日)までとする。ただし、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその

前銀行営業日を最終日とする。また、振替機関が必要であると認めた日については本

新株予約権の行使をすることができないものとする。
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新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

１　本新株予約権の行使請求受付場所

みずほ信託銀行株式会社

２　本新株予約権の行使請求取次場所

該当事項はありません。

３　本新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社三井住友銀行　上野支店

新株予約権の行使の条件

 

各本新株予約権の一部行使はできない。なお、注２．に記載のとおり、当社は割当予

定先との間において、本新株予約権の行使プロセス等について取り決めたファシリ

ティ契約(以下「本ファシリティ契約という。)を締結する予定である。

自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

 

１　当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予

約権の発行日の翌日以降、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知をし、

当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり金101円にて、残存する

本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部を取得する場合に

は、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。当社は、取得した本新株

予約権を消却するものとする。

 ２　当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割若しくは新設分割を行うこと、又

は当社が株式交換若しくは株式移転により他の会社の完全子会社となること(以下

これらを総称して「組織再編行為」という。)を当社の株主総会(株主総会の決議

を要しない場合は、取締役会)で承認決議した場合、会社法第273条の規定に従っ

て通知をし、当該組織再編行為の効力発生日より前で、かつ当社取締役会で定め

る取得日に、本新株予約権１個当たり金101円にて、残存する本新株予約権の全部

を取得する。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

 ３　当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘

柄若しくは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄

に指定された日又は上場廃止が決定した日から２週間後の日(休業日である場合に

は、その翌営業日とする。)に、本新株予約権１個当たり金101円にて、残存する

本新株予約権の全部を取得する。当社は、取得した本新株予約権を消却するもの

とする。

 ４　当社は、本新株予約権の発行後、20連続取引日(ただし、終値のない日は除く。)

の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値が下限行使価額

を下回った場合、当該20連続取引日の最終日から起算して11銀行営業日が経過す

る日に、本新株予約権１個当たり金101円にて、残存する本新株予約権の全部を取

得する。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。なお、上記20連

続取引日の間に別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項に定める行使価

額の調整の原因となる事由が生じた場合には、当該20連続取引日の東京証券取引

所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値は、本号の適用上、当該事由を

勘案して調整されるものとする。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

該当事項はありません。ただし、注１．に記載のとおり、本新株予約権に係る買取契

約(以下「本新株予約権買取契約」という。)において、割当予定先は、当社の事前の

同意がない限り、本新株予約権を当社以外の第三者に譲渡することはできない旨が定

められる予定である。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

該当事項はありません。

 

(注) １．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金の調達をしようとする理由

当社は、本新株予約権の発行による資金調達方法を選択するにあたり、既存株主の利益に配慮し当社株式の

希薄化を抑制するとともに、当社の意思・判断によって機動的かつ柔軟な資金調達を行うための自由度を確

保すること、及び当社の自己資本の充実を実現し、財務健全性を強化することが可能な資金調達を行うこと

に重点を置いて、割当予定先より提案のあった第三者割当による本新株予約権の発行及び本ファシリティ契

約を含めて多様な資金調達方法を比較検討してまいりました。
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上記資金調達方法の選択にあたっては、借入等のデット性資金の調達、あるいは公募増資等その他のエクイ

ティ性資金の調達についても検討いたしました。今回の資金調達は、環境に合わせた持続的かつ長期的な成

長戦略の実現に向けた持分法適用関連会社であるJAPAN 3D DEVICES株式会社(以下「J3DD」という。)への投

融資資金、新潟岡本硝子株式会社(以下「新潟岡本硝子」という。)に対する融資資金、新規事業の設備投資

資金、金融機関からの借入金の返済及び海外売上増加に伴う増加運転資金に充当することを目的としており

ます。投融資資金については、J3DDにおける新たな測定機及び製造装置拡充への設備投資と新潟岡本硝子に

おける蒸着工程のクリーンルーム及びユーティリティー設備への設備投資資金に充当する予定です。また、

平成27年度に締結した第８回行使価額修正条項付新株予約権の行使により、平成29年３月末日時点の連結自

己資本が1,410百万円まで増加し、財務健全性を高めることができましたが、不安定な業界環境の先行きを

鑑みて、更なる自己資本の充実を実施し、財務健全性を強化する必要があると考えております。そこで、資

金調達金額や時期を相当程度コントロールでき、既存株主の利益に配慮し当社株式の希薄化を抑制すること

のできるエクイティ性資金の調達が最適であると考えました。

当社は、本新株予約権買取契約の締結と同時に当社と割当予定先との間において本ファシリティ契約を締結

する予定です。本ファシリティ契約は、注２．に記載のとおり、当社と割当予定先との間において、本新株

予約権の行使プロセス等について取り決めるものであり、ファシリティ特約期間(注２．において定義す

る。以下同じ。)中は原則として当社が行使要請を行った場合に限り本新株予約権の行使を可能とするこ

と、割当予定先は当社の要請に従い本新株予約権を行使するよう最大限努力すること等が規定されます。本

ファシリティ契約上、割当予定先は本新株予約権の行使義務を負いませんが、本新株予約権及び本ファシリ

ティ契約の内容により、本新株予約権の発行による資金調達は、当社が有する選択肢の中で、当社が主体的

に資金調達金額や時期を相当程度コントロールすることができる調達手段であると考えられます。さらに、

下記のとおり、本新株予約権の行使の結果交付されることとなる当社普通株式は3,800,000株で一定である

ことから、本新株予約権の行使による株式価値の希薄化が限定されているため、既存株主に与える影響を抑

えながら自己資本の充実を実現し、財務健全性の強化を図ることが可能であると考えられます。

当社は、今回の資金調達に際し、上記記載の背景並びに以下に記載する「本資金調達方法の特徴」及び「他

の資金調達方法との比較」を総合的に勘案した結果、本新株予約権の全てが行使された場合には、当社の普

通株式に係る総議決権数193,233個(平成29年９月30日現在)に対して19.67％の希薄化が生じるものの、本

ファシリティ契約付の本新株予約権の発行による資金調達が現時点における最良の選択であると判断いたし

ました。

［本資金調達方法の特徴］

本資金調達方法の特徴は、以下のとおりとなります。

①　本新株予約権の行使の制限

ファシリティ特約期間においては、(i)当社の資金需要や株価動向を総合的に判断した上で、当社の

意思決定に基づき、機動的かつ柔軟な資金調達が可能であり、(ii)当社が本新株予約権の行使を要請

しない限り、割当予定先は本新株予約権を行使できないこととなっています。

②　希薄化

本新株予約権の目的である当社普通株式の数は3,800,000株で一定であるため、株価動向によらず、

本新株予約権の行使の結果交付されることとなる当社普通株式数が限定されていること(本新株予約

権の全てが行使された場合には、当社の総議決権数193,233個(平成29年９月30日現在)に対する希薄

化率は19.67％)により、希薄化を限定し、既存株主の利益に配慮しています。本新株予約権には上限

行使価額が設定されていないため、株価上昇時には希薄化を抑制しつつ調達金額が増大するというメ

リットを当社が享受できることで、既存株主の利益に配慮した資金調達が可能となっています。

③　下限行使価額

本新株予約権には下限行使価額が設定されているため、株価下落時における当社普通株式１株当たり

価値の希薄化というデメリットを一定限度に制限できることで、既存株主の利益に配慮した資金調達

が可能となっています。

④　割当予定先との約束事項

当社は、割当予定先との間で、本新株予約権の発行を除き、本新株予約権買取契約の締結日以降、割

当予定先が残存する本新株予約権を全て行使した日、当社が本新株予約権の発行要項に基づき残存す

る本新株予約権の全部を取得し、これを消却し、かつ、本新株予約権１個当たり101円の支払を完了

した日、平成31年11月29日又は買収事由発生時本新株予約権の取得にかかる協議(注２．において定

義する。)に入った日のいずれか先に到来する日までの間、割当予定先の事前の書面による承諾を受

けることなく、当社の株式及び当社の株式を取得する権利あるいは義務を有する有価証券(新株予約

権、新株予約権付社債及び取得対価を当社の株式とする取得請求権又は取得条項の付された株式を含

むがこれらに限られない。)の発行又は売却(ただし、ストックオプションに関わる発行、株式分割、

新株予約権若しくは取得請求権の行使又は取得条項の発動によるものを除く。)を行わないこと、並

びに上記の発行又は売却を実施することにかかる公表を行わないことに合意する予定であります。

⑤　譲渡制限

割当予定先は、当社の事前の同意がない限り、本新株予約権買取契約に基づき割当を受けた本新株予

約権を当社以外の第三者に譲渡することはできないこととなっています。
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⑥　本新株予約権のデメリット

本新株予約権については、上記①～⑤に記載の特徴に対し、以下の(ア)～(エ)のようなデメリットが

あります。

(ア)本新株予約権による資金調達は、割当予定先が本新株予約権を行使した場合に限り、その行使され

た本新株予約権の目的である普通株式の数に行使価額を乗じた金額の資金調達がなされるものと

なっているため、下記「２　新規発行による手取金の使途　(１)新規発行による手取金の額　差引

手取概算額」欄に記載された資金調達の額に相当する資金を短期間で調達することは難しくなって

おります。

(イ)本新株予約権は、上記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第１項第(２)号に記載された内容に

従って行使価額が修正されるものであるため、割当予定先が本新株予約権を全て行使したとして下

記「２　新規発行による手取金の使途　(１)新規発行による手取金の額　差引手取概算額」欄に記

載された資金調達の額に相当する資金を調達できない可能性があります。

(ウ)第三者割当方式という当社と割当予定先のみの契約であるため、資金調達を行うために不特定多数

の新投資家を幅広く勧誘することが難しくなっております。

(エ)本ファシリティ契約において、割当予定先は当社の要請に従い本新株予約権を行使するよう最大限

努力すること等が規定されているものの、割当予定先が本新株予約権を行使しない場合には、その

行使されなかった本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額の資金調達がなされ

ないことになります。

⑦　本新株予約権の取得事由

本新株予約権の取得事由として以下の事由が定められる予定です。

(ア)当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の発行日の翌

日以降、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知をし、当社取締役会で定める取得日に、本

新株予約権１個当たり101円にて、残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができま

す。一部を取得する場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとします。当社は、取得

した本新株予約権を消却するものとします。

(イ)当社は、組織再編行為を当社の株主総会等で承認決議した場合、会社法第273条の規定に従って通

知をし、当該組織再編行為の効力発生日より前で、かつ当社取締役会で定める取得日に、本新株予

約権１個当たり101円にて、残存する本新株予約権の全部を取得します。当社は、取得した本新株

予約権を消却するものとします。

(ウ)当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若しくは整理銘

柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又は上場廃止が決定

した日から２週間後の日(休業日である場合には、その翌営業日とする。)に、本新株予約権１個当

たり金101円にて、残存する本新株予約権の全部を取得します。当社は、取得した本新株予約権を

消却するものとします。

(エ)当社は、本新株予約権の発行後、20連続取引日(ただし、終値のない日は除く。)の東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の毎日の終値が下限行使価額を下回った場合、当該20連続取引日

の最終日から起算して11銀行営業日が経過する日に、本新株予約権１個当たり101円にて、残存す

る本新株予約権の全部を取得します。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとします。

 [他の資金調達方法との比較]

①　公募増資による当社普通株式の発行は、短期間で多額の資金調達を行うことが可能ではあるものの、

同時に１株当たり利益の希薄化も短期間に大きく引き起こされるため、株価に対する直接的な影響が

より大きいと考えられます。また、通常数週間の準備期間を要するため、株価変動等により、機動的

かつタイムリーな資金調達機会を逸してしまう可能性があると考えられます。

②　第三者割当による当社普通株式の発行は、短期間で多額の資金調達を行うことが可能ではあるもの

の、同時に１株当たり利益の希薄化も短期間に大きく引き起こされるため、株価に対する直接的な影

響がより大きいと考えられます。加えて割当先が相当程度の議決権を保有する大株主となるため、当

社の株主構成及びコーポレートガバナンスに影響を及ぼす可能性があると考えられます。

③　株価に連動して転換価額が修正される転換社債型新株予約権付社債(以下「ＭＳＣＢ」という。)は、

ＭＳＣＢの割当先が転換権を有しているため発行会社のコントロールが一切及ばず、かつ、転換終了

まで転換株数(希薄化率)が未確定であるため、１株当たり利益の希薄化に及ぼす影響の予測が困難と

なり、株主を不安定な状況に置くことになると考えられます。

④　新株予約権の無償割当てによる資金調達手法であるライツ・オファリングには、当社が金融商品取引

業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライツ・オファリングと、当社は元引受契約を締結せ

ず、新株予約権の行使は株主の決定に委ねられるノン・コミットメント型ライツ・オファリングがあ

りますが、コミットメント型ライツ・オファリングにおいては、国内で実施された事例が少なく、ス

トラクチャーの検討や準備に相当の時間を要することから、現時点においては当社の資金調達手法と

して適当でないと考えられます。また、ノン・コミットメント型ライツ・オファリングにおいては、

割当先である既存投資家の参加率が不透明であることから、十分な額の資金調達を実現できるかどう

かが不透明であると考えられます。
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⑤　本ファシリティ契約の付かない新株予約権は、新株予約権の割当先の裁量で自由に新株予約権の行使

が可能となることから、当社が権利行使の量とタイミングをコントロールすることができず、機動性

及び希薄化の観点から適当ではないと考えられます。コミットメント型(割当先が一定数量の行使義

務を負う形態)は株価や流動性の動きにかかわらず権利行使する義務を負うことになり、株価推移に

影響を与える可能性もあると考えられます。また、行使価額が修正されない新株予約権は、株価上昇

時にその上昇メリットを享受できず、一方で株価下落時には行使が進まず資金調達が困難となること

が考えられます。

⑥　借入により全額調達した場合、自己資本の充実を実現し、財務健全性の強化を図るという目的を達成

することが出来ず、財務戦略の柔軟性が低下することが考えられます。

２．本新株予約権に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内

容

今回の資金調達は、当社が割当予定先に対し、行使期間を約２年間とする行使価額修正条項付新株予約権

(行使価額の修正条項の内容は、上記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に記載されています。)を

第三者割当の方法によって割当て、割当予定先による本新株予約権の行使に伴って当社の資本が増加する仕

組みとなっています。

当社は割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に本新株予約権買取契約及び以下の

内容を含んだ本ファシリティ契約を締結する予定です。

［本ファシリティ契約の内容］

当社は、本新株予約権買取契約の締結と同時に当社と割当予定先との間において本ファシリティ契約を締結

する予定です。本ファシリティ契約は、当社と割当予定先との間において、本新株予約権の行使プロセス等

について取り決めるものであり、以下のとおり、ファシリティ特約期間中は原則として当社が行使要請を

行った場合に限り本新株予約権の行使を可能とすること、割当予定先は当社の要請に従い本新株予約権を行

使するよう最大限努力すること等を規定するものです。

①　割当予定先は、平成29年11月29日から平成31年５月31日までの期間(以下「ファシリティ特約期間」

という。)においては、本新株予約権の発行要項に定める本新株予約権の行使期間内であっても、本

ファシリティ契約の規定に従って行使する場合のほかは本新株予約権を行使しないことに同意しま

す。

②　当社は、ファシリティ特約期間において、本ファシリティ契約の規定に従い、随時、何回でも、割当

予定先に対して本新株予約権の行使を要請する期間(以下「行使要請期間」という。)及び行使要請期

間中に割当予定先に対して行使を要請する本新株予約権の個数(以下「行使要請個数」という。)を定

めることができます。

③　当社は、行使要請期間及び行使要請個数を定めたときは、行使要請期間の初日の前取引日までに、割

当予定先に対して通知(以下「行使要請通知」という。)を行います。なお、当社は、行使要請通知を

行った場合、その都度プレスリリースを行います。

④　当社は、当社に重要事実等が生じた場合には、かかる事実等について公表がされた後でなければ、行

使要請通知を行うことができません。

⑤　当社が行使要請通知を行った場合、割当予定先は、行使要請通知に定める行使要請期間中において、

行使要請個数の全てにつき、本新株予約権を行使するよう最大限努力します。ただし、割当予定先

は、本新株予約権を行使する義務は負いません。

⑥　１回の行使要請通知に定める行使要請期間は、20取引日以上の期間です。

⑦　１回の行使要請通知に定める行使要請個数は、1,000個以上、19,000個以内の範囲です。

⑧　当社は、割当予定先に対し、撤回通知を交付することにより、その時点で未行使の行使要請個数のあ

る行使要請通知を撤回することができます。ただし、行使要請通知に係る残存行使要請期間(撤回通

知が行われた日(当日を含む。)から当該行使要請通知に係る行使要請期間終了日までの期間をい

う。)が３取引日未満である場合を除きます。なお、当社は、撤回通知を行った場合、その都度プレ

スリリースを行います。

⑨　約２年間の行使期間のうち最後の６か月間は、自由裁量期間となり、割当予定先は自社の裁量で自由

に行使することが可能となります。
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⑩　当社は、当社が本ファシリティ契約締結時に導入している買収防衛策を継続する間に、当社の株式の

保有割合が20％以上となる買付又は公開買付けに対する対抗措置の発動事由が発生したことを認識し

た場合には、直ちにその旨を割当予定先に通知の上、当該通知の時点で割当予定先が保有する本新株

予約権の全部(以下「買収事由発生時本新株予約権」という。)を１個当たり金101円で買い取ること

に関し割当予定先と協議(以下「買収事由発生時本新株予約権の取得にかかる協議」という。)を行い

ます。当社は、以下(i)及び(ii)で言及する売買契約の締結前に当社の取締役会が買収防衛策に基づ

く対抗措置の発動を決定したことを条件として、(i)買収事由発生時本新株予約権の取得にかかる協

議の時点で当社及び割当予定先の双方において買収事由発生時本新株予約権を売買することに関し法

令上の制約が存在しないと認められる場合には、当該協議の後速やかに、割当予定先との間で売買契

約を締結の上、割当予定先から金101円で買収事由発生時本新株予約権を買い取るものとし、(ii)買

収事由発生時本新株予約権の取得にかかる協議の時点で当社又は割当予定先の一方又は双方において

買収事由発生時本新株予約権を売買することに関し法令上の制約が存在すると認められる場合には、

当該法令上の制約が全て解消された後速やかに、割当予定先との間で売買契約を締結の上、割当予定

先から金101円で買収事由発生時本新株予約権を買い取るものとします。

当社は、割当予定先との間で、本新株予約権の行使により取得することとなる当社普通株式の数量の

範囲内で行う当社普通株式の売付け等以外の本案件に関わる空売りを目的として、当社普通株式の借

株を行わない旨の合意をする予定であります。

当社は、割当予定先との間で、本新株予約権の発行を除き、本新株予約権買取契約の締結日以降、割

当予定先が残存する本新株予約権を全て行使した日、当社が本新株予約権の発行要項に基づき残存す

る本新株予約権の全部を取得し、これを消却し、かつ、本新株予約権１個当たり101円の支払を完了

した日、平成31年11月29日又は買収事由発生時本新株予約権の取得にかかる協議に入った日のいずれ

か先に到来する日までの間、割当予定先の事前の書面による承諾を受けることなく、当社の株式及び

当社の株式を取得する権利あるいは義務を有する有価証券(新株予約権、新株予約権付社債及び取得

対価を当社の株式とする取得請求権又は取得条項の付された株式を含むがこれらに限られない。)の

発行又は売却(ただし、ストックオプションに関わる発行、株式分割、新株予約権若しくは取得請求

権の行使又は取得条項の発動によるものを除く。)を行わないこと、並びに上記の発行又は売却を実

施することにかかる公表を行わないことに合意する予定であります。

３．当社の株券の売買について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容

該当事項はありません。

４．当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予定の取

決めの内容

割当予定先と岡本興産有限会社の間で株券貸借取引契約の締結を行う予定でありますが、現時点では契約内

容に関して決定した事実はございません。

５．その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。

６．本新株予約権の行使請求の方法

(1) 本新株予約権の行使は、行使期間中に上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄記載の行使請求受付場所に行使請求に必要な事項の通知が行われることにより行われます。

(2) 本新株予約権を行使請求しようとする場合、上記(１)の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に

際して払込をなすべき額の全額を現金にて上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取

扱場所」欄記載の払込取扱場所の当社が指定する口座に振込むものとします。

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使期間中に上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び

払込取扱場所」欄記載の行使請求受付場所に対して行使請求に必要な全部の事項の通知が行われ、且つ当

該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額が上記(２)に定める口座に入金された日に発生し

ます。

７．新株予約権証券の不発行

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しません。

８．社債、株式等の振替に関する法律の適用等

本新株予約権は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律(以下「社債等振替法」という。)第

163条の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた新株予約権であり、社債等振

替法第164条第２項に定める場合を除き、新株予約権証券を発行することができません。また、本新株予約

権及び本新株予約権の行使により交付される株式の取扱いについては、振替機関の定める株式等の振替に関

する業務規程その他の規則に従います。

 

(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。
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２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,056,438,000 16,000,000 1,040,438,000
 

(注) １．払込金額の総額は、新株予約権証券の発行価額の総額(3,838,000円)に本新株予約権の行使に際して払込む

べき金額の合計額(1,052,600,000円)を合算した金額であります。なお、本新株予約権の行使に際して払込

むべき金額の合計額は、当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額でありま

す。そのため、行使価額が修正又は調整された場合には、本新株予約権の行使に際して払込むべき金額の合

計額は増加又は減少いたします。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合又は当社が取得

した本新株予約権を消却した場合には、本新株予約権の行使に際して払込むべき金額の合計額は減少いたし

ます。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．発行諸費用の概算額は、弁護士費用、価額算定費用、信託銀行費用等の合計額であります。

４．本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合又は当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、

払込金額の総額、発行諸費用及び差引手取金の概算額は減少いたします。

 
(2) 【手取金の使途】

＜前回資金調達により調達した資金の充当状況＞

当社が、平成27年７月16日に提出した有価証券届出書にて発行した第８回新株予約権証券の発行及び行使による

調達金額608,205千円(差引手取概算額)全額の充当は完了し、その内訳は以下の通りです。

[平成29年11月10日時点]   (単位:千円)

 支出予定時期 充当予定額 充当額

①設備投資資金 平成27年８月～平成30年３月まで ― ―

 
カーナビ用等特殊カバーガラス製造
設備(注１)

― 300,000 60,965

 ガラスフリット製造装置 ― 48,000 48,000

 ガラス製造設備 ― 207,000 207,000

 ガラス用電気溶融炉(C-4炉) ― 46,000 46,000

②当社からの投融資を通じた新潟岡本硝子
株式会社における設備投資資金

平成28年10月～平成30年３月まで ― ―

 冷凍機(注２) ― 65,000 ―

 特殊ガラス用電気溶融炉(NH炉) ― 152,240 152,240

③ITインフラ設備の更新・拡張 平成27年10月～平成28年９月まで 24,000 24,000

④建物の耐震補強等 平成27年10月～平成28年９月まで 20,000 20,000

⑤金融機関からの借入金の返済 平成28年４月～平成30年３月まで 50,000 50,000

合　　計 ― 912,240 608,205
 

(注１)株価の低下により調達額が減少したため、設備投資金額を減額の上、設備投資を完了いたしました。

(注２)株価の低下により調達額が減少したため、今後、自己資金又は借入金により設備投資を行う予定です。
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＜今回調達する手取金の使途＞

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額を含めた差引手取概算額は、上記(１)に記載のとお

り1,040,438,000円であり、平成31年３月までに持分法適用関連会社であるJAPAN 3D DEVICES株式会社(以下

「J3DD」という。)に対する投融資資金に350,000,000円、平成32年３月までに連結子会社である新潟岡本硝子株式

会社(以下「新潟岡本硝子」という。)に対する融資資金として100,000,000円、平成32年３月までに新規事業である

固体光源対応製品向けレンズ製造、機能性薄膜事業の製造への設備投資に230,000,000円、ガラスフリット製造への

設備投資の一部に160,438,000円、平成32年３月までに金融機関から運転資金として借り入れた借入金の返済に

150,000,000円、平成32年３月までに海外売上増加に伴う増加運転資金に50,000,000円を充当する予定であり、上記

に記載された資金使途に従って、支弁時期の早いものから充当していく予定です。

上記のガラスフリット製造への設備投資は163,000,000円を予定しており、本手取額からの充当で不足する金額は

自己資金又は借入金での調達を予定しています。

J3DDにおける設備投資については、自動車のフロントガラスに運転支援のための情報(速度計、カーナビ情報等)

を投影するヘッドアップディスプレイ装置に使用される凹面鏡を製造するための蒸着機の改造及びこの凹面鏡の製

品形状の測定機の購入などに充当する予定です。新潟岡本硝子における設備投資については、ガラス製品の表面に

反射膜を形成する蒸着工程の空気清浄度を確保するためのクリーンルーム新設及びその中に設置する既存の蒸着機

の冷却装置などのユーティリティー設備の改造に充当する予定です。

固体光源対応製品向けレンズ製造に係る設備投資については、固体光源と総称されるLED及びレーザー光源に対応

したレンズ製造のための小型炉などの製造設備購入費用に充当する予定です。

機能性薄膜事業の製造への設備投資については、ガラス、プラスチック、金属などの様々な基盤に薄膜をコー

ティングする前の基板及びコーティング後の基板(電子機器組込用光学部品)の自動外観検査機などの製造設備購入

費用に充当する予定です。

ガラスフリット製造に係る設備投資については、ガラスフリット(用途に応じ、適度な大きさに粉砕された粉末ガ

ラスを意味します。)の原料となるガラス製造のための小型炉などの製造設備購入費用に充当する予定です。

海外売上増加に伴う増加運転資金については、当社の主力販売先が国内のプロジェクターメーカーから同社の海

外子会社に移行が進んでおり、これら海外顧客からの売掛債権回収が信用状付輸出為替手形ではなく銀行の支払保

証なしの手形割引が難しい電信送金決済のため、従来は国内のプロジェクターメーカーに対する売掛債権の手形割

引により調達していた買掛金の支払資金に充当する予定です。

本新株予約権の行使状況によって資金調達額や調達時期が決定されることから、支出予定時期の期間中に行使が

行われず、本新株予約権の行使による資金調達ができない場合、自己資金又は銀行借入れにより上記記載のガラス

フリット製造に係る設備投資の使途へ充当する予定ですが、調達金額の減少がガラスフリット製造に係る設備投資

の予定額を超える場合も含め、状況に応じて手取金の使途に予定している設備投資の投資時期を見直すことを検討

いたします。本新株予約権の行使時における株価推移により上記使途に充当する支出予定額を上回って資金調達が

行われた場合には、本社工場(千葉県柏市)のテント倉庫撤去に伴う費用及び金融機関からの借入金の返済に充当い

たします。

また、調達した資金は、支出するまでの期間、当社の取引先銀行の普通預金口座にて別途保管する予定です。

なお、設備計画の内容については、後記「第三部追完情報　１　設備計画の変更」に記載のとおりであります。

 

第２ 【売出要項】

　

該当事項はありません。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

(1) 割当予定先の概要及び提出者と割当予定先との間の関係

 

割当予定先の概要

名称 ＳＭＢＣ日興証券株式会社

本店の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

代表者の役職及び氏名 取締役社長　　清水　喜彦

資本金 100億円

事業の内容 金融商品取引業等

主たる出資者及びその出資比率 株式会社三井住友フィナンシャルグループ　100％

提出者と割当予定先との間の関係

出資関係

当社が保有している割当予定先の株式の数
(平成29年10月31日現在)

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式の数
(平成29年10月31日現在)

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引等関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要及び提出者と割当予定先との間の関係は、別段の記載のあるものを除きいずれも本有価証券
届出書提出日(平成29年11月10日現在)におけるものです。

 

(2) 割当予定先の選定理由

当社は、本資金調達にあたり、割当予定先を含む複数の金融機関に相談したところ、割当予定先から提案の本ス

キーム以外にも提案を受け、「第１　募集要項　１　新規発行新株予約権証券　(2) 新株予約権の内容等」の

「(注)１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金の調達をしようとする理由」に記載のとお

り、割当予定先以外からの提案を含む他の資金調達方法も含めて検討した結果、割当予定先より提案を受けた本資

金調達手法及びその条件は、既存株主の利益に配慮し当社株式の希薄化を抑制するとともに、当社製品が適用され

る光源が従来のフィラメント電球、水銀灯などから、固体光源と総称されるLED及びレーザーへの変化が進む事業環

境に合わせた持続的かつ長期的な成長戦略の実現に向けた投融資資金、新規事業の設備投資資金、金融機関からの

借入金の返済及び増加運転資金に充当することにより今後の収益性の向上が図られること、並びに、自己資本の充

実を実現し、財務健全性を強化することに重点を置いている当社のニーズに最も合致しているものと判断しまし

た。

その上で、上記「第１　募集要項　１　新規発行新株予約権証券　(2) 新株予約権の内容等」の「(注)１．行使

価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金の調達をしようとする理由」及び「(注)２．本新株予約権

に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容」に記載の本資金

調達方法の特徴その他の商品性全般に関する知識に加え、国内の証券会社の一つとして今回の資金調達の実施にあ

たり十分な信用力を有すること、国内外に厚い顧客基盤を有する証券会社であり今回発行を予定している本新株予

約権の行使により交付する普通株式の円滑な売却が期待されること等を総合的に勘案して、割当予定先への割当を

決定いたしました。

(注)　本新株予約権に係る割当ては、日本証券業協会会員である割当予定先により買い受けられるものであり、日本
証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」の適用を受けて募集が行われるものです。
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(3) 割り当てようとする株式の数

割当予定先に割り当てる本新株予約権の目的である株式の総数は以下であります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社：3,800,000株

 

(4) 株券等の保有方針

本新株予約権買取契約において、当社の事前の同意がない限り、本新株予約権を当社以外の第三者に譲渡するこ

とはできない旨が定められる予定です。

割当予定先は、本新株予約権の行使により交付される当社普通株式については、借株を用いた売却の場合には、

当該借株の貸主に対して返却し、その他の場合は、適時売却していく方針であることを口頭で説明をうけておりま

す。また、割当予定先はいずれの場合も市場動向を勘案し、借株を用いた売却又は適時売却を行う方針であること

を口頭で説明を受けております。

当社と割当予定先は、本新株予約権買取契約において、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１

項、同施行規則第436条第１項から第５項までの定めに基づき、単一暦月中に本新株予約権の行使により取得される

普通株式数が、本新株予約権の払込期日時点で金融商品取引所が公表している直近の当社の普通株式に係る上場株

式数の10％を超える場合には、原則として、当該10％を超える部分に係る行使を行うことができない旨その他の同

施行規則第436条第４項に規定する内容を定める予定です。

 

(5) 払込みに要する資金等の状況

割当予定先からは、本新株予約権の払込金額の総額及び本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合

計額に要する資金は確保されている旨、口頭で説明を受けており、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、有

限責任あずさ監査法人による監査を受けた割当予定先の平成29年３月31日現在の会社法上の計算書類等から、当社

としてかかる払込みに支障はないと判断しております。

 

(6) 割当予定先の実態

割当予定先は東京証券取引所その他の金融商品取引所の取引参加者であり、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺

その他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」と

いう。)には該当せず、また、特定団体等とは何らの関係も有しないものと判断しております。

 

２ 【株券等の譲渡制限】

本新株予約権の内容として譲渡制限は設けておりません。ただし、本新株予約権買取契約において、割当予定先

は、当社の事前の同意がない限り、本新株予約権を当社以外の第三者に譲渡することはできない旨が定められる予定

です。
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３ 【発行条件に関する事項】

(1) 発行条件が合理的であると判断した根拠及びその具体的内容

本新株予約権の発行要項、本新株予約権買取契約及び本ファシリティ契約に定められる諸条件を考慮し、一般的

な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、第三者算定機関である株式会社赤坂国際

会計が算定した結果を参考として、本新株予約権の１個の払込金額を算定結果と同額の101円としました。なお、当

該算定機関は、当社普通株式の株価、当社普通株式の流動性、当社の資金調達需要等並びに割当予定先の権利行使

行動及び割当予定先の株式保有動向等に関する一定の前提(当社による行使要請並びに割当予定先の権利行使が当社

普通株式出来高の一定割合の範囲内で行使期間にわたって一様に分散的になされること、上記「第１　募集要項　

１　新規発行新株予約権証券　(2) 新株予約権の内容等」の「(注) １．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等

の発行により資金の調達をしようとする理由」の「［本資金調達方法の特徴］　⑦　本新株予約権の取得事由」に

記載の(ウ)及び(エ)に該当する場合を除いて当社による取得条項の行使を考慮していないことを含む。)を置き、割

当予定先の事務負担・リスク負担等の対価として発生が見込まれる本新株予約権に係る発行コストや本新株予約権

を行使する際の株式処分コストについて、他社の公募増資や新株予約権の発行事例に関する検討等を通じて合理的

と見積もられる一定の水準を想定して評価を実施しています。当社は、当該算定機関の算定結果を参考にしつつ、

また、上記「第１　募集要項　１　新規発行新株予約権証券　(2) 新株予約権の内容等」の「(注) １．行使価額修

正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金の調達をしようとする理由」及び「(注) ２．本新株予約権に表示

された権利の行使に関する事項について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容」に記載の本資金調達方

法の特徴その他の商品性全般に関する知識」に記載の事由を勘案の上、本新株予約権の払込金額が合理的であると

判断しました。なお、割当予定先の権利行使の可能性や当社株価への影響などに鑑み、割当予定先との協議の上

で、当初行使価額は、平成29年11月９日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値を10％上回る額

とし、下限行使価額は平成29年11月９日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の50％に相当す

る額としております。

これらの結果、本日現在において当社監査役全員から、本新株予約権の払込金額は上記算定結果に照らして割当

予定先に特に有利でなく、取締役の判断について法令に違反する重大な事実は認められない旨の意見を得ておりま

す。

　

(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

今回の資金調達の後、本新株予約権の全てが行使された場合には、当社の総議決権数193,233個(平成29年９月30

日現在)に対して19.67％の希薄化が生じます。しかしながら、当該資金調達により、当社の業容を拡大し、今後の

収益性の向上を図り、企業価値の増大を目指すものであり、また、比較的長期間かつ継続的な資金需要の適時適切

な充足を図るものであることから、発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断しました。

なお、当社普通株式の過去２年間(平成27年11月から平成29年10月まで)の１日当たりの平均出来高は834,489株で

あり、直近６か月間(平成29年４月から平成29年10月まで)の同出来高においても、2,099,586株となっており、一定

の流動性を有しております。一方、本新株予約権が全て行使された場合に交付されることとなる当社普通株式数

3,800,000株を行使期間である約２年間で行使売却するとした場合の１日当たりの数量は約7,724株(平成29年４月か

ら平成29年10月までの直近６か月間の１日当たり平均出来高の0.9％)となるため、株価に与える影響は限定的なも

のと考えております。また、割当予定先との間で、当社の要請に従い本新株予約権を行使するよう最大限努力する

こと等を規定する本ファシリティ契約を締結する予定であるとともに、当該調達資金を環境に合わせた持続的かつ

長期的な成長戦略の実現に向けたJ3DDへの投融資資金、新潟岡本硝子に対する融資資金、新規事業(固体光源対応製

品向けのレンズ製造、機能性薄膜事業の製造、ガラスフリット製造)の設備投資資金、金融機関からの借入金の返済

及び海外売上増加に伴う増加運転資金充当することにより今後の収益性の向上が図られることから、発行数量の規

模は合理的であると考えております。

また、①本新株予約権及び本ファシリティ契約の内容により、本新株予約権の発行による資金調達は、当社が有

する選択肢の中で、当社が主体的に資金調達金額や時期を相当程度コントロールすることができること、②当社の

判断により本新株予約権を取得することも可能であることから、本新株予約権の発行は、市場に過度の影響を与え

る規模ではなく、希薄化の規模も合理的であると判断しました。
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４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。

 

５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合
(％)

割当後の
所有株式数
(千株)

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合(％)

岡本興産有限会社 東京都文京区弥生2-16-2 4,796 24.82 4,796 20.74

ＳＭＢＣ日興証券
株式会社

東京都千代田区丸の内3-3-1 3 0.02 3,803 16.45

有限会社オー・ジー・
シー

東京都文京区弥生2-16-2 1,066 5.52 1,066 4.61

岡本　毅 東京都文京区 741 3.84 741 3.21

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 619 3.20 619 2.68

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川1-14-1 446 2.31 446 1.93

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 408 2.12 408 1.77

株式会社経営共創基盤 東京都千代田区丸の内1-9-2 375 1.95 375 1.63

岡本硝子社員持株会 千葉県柏市十余二380 291 1.51 291 1.26

岡本　峻 東京都文京区 263 1.37 263 1.14

計 ― 9,014 46.65 12,814 55.42
 

(注) １．「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、それぞれ平成29年９月30日現在の株主

名簿上の株式数によって算出しております。

２．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、「割当後の所有株式数」に係る議決権の数を、

「総議決権数に対する所有議決権数の割合」の算出に用いた総議決権数に本新株予約権の目的である普通株

式に係る議決権の数を加えた数で除して算出しております。

３．割当予定先の「割当後の所有株式数」は、割当予定先が、本新株予約権の行使により取得する当社普通株式

を全て保有したと仮定した場合の数となります。なお、割当予定先は本新株予約権の行使により取得する当

社普通株式について長期保有を約しておりません。

４．上記のほか、当社は平成29年９月30日現在で自己株式709株を保有しております。

 

６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

岡本硝子株式会社(E01221)

有価証券届出書（組込方式）

17/24



 

第二部 【公開買付けに関する情報】

 

該当事項はありません。

 

第三部 【追完情報】

 
１　設備計画の変更

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第71期事業年度)「第一部　企業情報　第３　設備の状況　

３　設備の新設、除却等の計画 (1) 重要な設備の新設等」は、本有価証券届出書提出日(平成29年11月10日)現在、以

下のとおりとなっています。

(1) 重要な設備の新設等

セグメントの別

会社名

事業所名

(所在地)

設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法
着手年月

完成予定

年月

完成後の

生産能力総額

(千円)

既支払額

(千円)

照明事業

岡本硝子㈱

本社工場

(千葉県柏市)

固体光源対応製

品向けレンズ製

造設備

160,000 ―

新株予約権の発行及

び行使による調達資

金

平成30年

１月

平成32年

３月

新規用途向

け製品の生

産

その他の事業

岡本硝子㈱

本社工場

(千葉県柏市)

ガラスフリット

製造設備
163,000 ―

新株予約権の発行及

び行使による調達資

金並びに自己資金又

は借入金

平成30年

１月

平成32年

３月

新規用途向

け製品の生

産

その他の事業

岡本硝子㈱

高田工場

(千葉県柏市)

機能性薄膜事業

における蒸着工

程の自動検査器

及び製造装置

70,000 ―

新株予約権の発行及

び行使による調達資

金

平成30年

１月

平成32年

３月

新規用途向

け製品の生

産

その他の事業

新潟岡本硝子㈱

本社・事業所

(新潟県柏崎市)

蒸 着 工 程 の ク

リーンルーム及

び ユ ー テ ィ リ

ティー設備

100,000 ―

新株予約権の発行及

び行使による調達資

金

平成30年

１月

平成32年

３月

新規用途向

け製品の生

産

光学事業

新潟岡本硝子㈱

本社・事業所

(新潟県柏崎市)

冷凍機 65,000 ― 自己資金又は借入金
平成30年

１月

平成30年

８月

生産能力維

持

 

　

２　臨時報告書の提出について

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第71期事業年度)の提出日(平成29年６月27日提出)以後、本有

価証券届出書提出日(平成29年11月10日)までの間において、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、平成29年６月28日に臨時報告書を関東財務局長に提出し

ております。

その報告内容は下記のとおりであります。

 

(1) 株主総会が開催された年月日

平成29年６月24日

 

(2) 決議事項の内容

第１号議案　取締役８名選任の件

岡本　毅、田川勝彦、阿部　裕、高橋　弘、西垣慎吾、齋藤朋之、中井日出海、田矢徹司の８氏を取締役に選

任するものであります。

第２号議案　当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)の継続の件

当社の「会社の支配に関する基本方針」に基づき、当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)を継

続するものであります。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並

びに当該決議の結果

　

決議事項

事前の議決権行使個数
(A)

当日議場にて確認した
議決権行使個数

(B)

確認した総議決権行使
個数
(A)＋(B) 可決

要件

決議結果
及び賛成
割合(％)賛成数

(個)
反対数
(個)

棄権数
(個)

賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

第１号議案          

(注)１

 

1. 岡本　毅 39,095 636 0 68,002
0
 

0 107,097 636 0
可決
96.93

2. 田川勝彦 38,993 738 0 68,002 0 0 106,995 738 0
可決
96.84

3. 阿部　裕 38,993 738 0 68,002 0 0 106,995 738 0
可決
96.84

4. 高橋　弘 39,104 627 0 68,002 0 0 107,106 627 0
可決
96.94

5. 西垣慎吾 39,103 628 0 68,002 0 0 107,105 628 0
可決
96.94

6. 齋藤朋之 38,997 734 0 68,002 0 0 106,999 734 0
可決
96.84

7. 中井日出海 36,528 3,203 0 68,002 0 0 104,530 3,203 0
可決
94.61

8. 田矢徹司 36,525 3,206 0 68,002 0 0 104,527 3,206 0
可決
94.60

第２号議案 36,611 3,554 0 68,002 0 0 104,613 3,554 0 (注)２
可決
94.31

 

　

決議事項

事前の議決権行使個数
(A)

[ご参考]調査票に基づく
当日の議決権行使個数

(B)

[ご参考]調査票を含めた
総議決権行使個数
(A)＋(B) [ご参考]

賛成割合(％)
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

第１号議案           

1. 岡本　毅 39,095 636 0 70,430 328 0 109,525 964 0 99.13

2. 田川勝彦 38,993 738 0 70,430 328 0 109,423 1,066 0 99.03

3. 阿部　裕 38,993 738 0 70,430 328 0 109,423 1,066 0 99.03

4. 高橋　弘 39,104 627 0 70,757 1 0 109,861 628 0 99.43

5. 西垣慎吾 39,103 628 0 70,757 1 0 109,860 629 0 99.43

6. 齋藤朋之 38,997 734 0 70,431 327 0 109,428 1,061 0 99.04

7. 中井日出海 36,528 3,203 0 70,430 328 0 106,958 3,531 0 96.80

8. 田矢徹司 36,525 3,206 0 70,430 328 0 106,955 3,534 0 96.80

第２号議案 36,611 3,554 0 70,758 0 0 107,369 3,554 0 96.80
 

(注) １．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

２．出席した当該株主の議決権の過半数の賛成による。

３．事前の議決権行使分及び当日出席の一部の株主の議決権行使分により、すべての議案は可決要件を満たして

いることを確認しています。また、ご参考として、当日出席株主から株主総会終了後に回収した調査票によ

り集計した数を表示しております。
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(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことによ

り、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認が

できていない議決権数は加算しておりません。

 

３　事業等のリスクについて

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第71期事業年度)及び四半期報告書(第72期事業年度第２四半

期)(以下「有価証券報告書等」という。)に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日

以後、本有価証券届出書提出日(平成29年11月10日)までの間において追加すべき事項が生じており、当該追加内容に

ついては以下のとおりです。

なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、下記の「事業等のリスク」に記載し

た事項を除き、当該事項については本有価証券届出書提出日(平成29年11月10日)現在においてもその判断に変更はな

く、また新たな将来に関する事項もありません。

 

「事業等のリスク」

中略

⑬　株式の希薄化リスクについて

当社は、平成29年11月10日開催の取締役会において、第三者割当による第９回新株予約権の発行を決議いたし

ました。上記の新株予約権の目的となる普通株式は3,800,000株であり、当社の発行済株式総数(平成29年９月30

日現在)の19.66％を占めております。この新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値

が希薄化する可能性があります。

　

第四部 【組込情報】

　

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第71期)

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

平成29年６月27日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

(第72期第２四半期)
自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

平成29年11月10日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して

提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライ

ン)Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成29年６月27日

岡　本　硝　子　株　式　会　社

取　締　役　会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　加　　藤　　敦　　貞　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　　川　　高　　史　㊞

 

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる岡本硝子株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、岡

本硝子株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、岡本硝子株式会社の平成29年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、岡本硝子株式会社が平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(※) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成29年６月27日

岡　本　硝　子　株　式　会　社

 取　締　役　会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　加　　藤　　敦　　貞　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　　川　　高　　史　㊞

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる岡本硝子株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第71期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、岡本硝

子株式会社の平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上  

 
 

(※) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月10日

岡本硝子株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　加　　藤　　敦　　貞　㊞

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　　川　　高　　史　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている岡本硝子株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、岡本硝子株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成29年11月10日開催の取締役会において、第三者割当による新株

予約権の発行を決議した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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